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１

大分県中小企業活性化条例制定以降の動き

平成２５年 ３月 【県】大分県中小企業活性化条例施行

６月 【県】中小企業地域懇話会開催
県内６地域で以後毎年度開催。これまでに延べ５３４社が参加。

８月 【県】大分県中小企業活性化条例推進委員会開催（以後毎年度開催）

平成２６年 ６月 【国】小規模企業振興基本法制定、小規模支援法改正

１０月 【国】小規模企業振興基本計画策定

平成２７年 4月 【市】大分市中小企業振興基本条例施行

１０月 【県】大分県長期総合計画「安心・活力・発展プラン２０１５」策定
「まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略」策定

平成２８年 ３月 【市】豊後高田市中小企業振興基本条例施行

４月 【市】日田市中小企業振興基本条例施行

６月 【市】佐伯市中小企業活性化基本条例施行

７月 【国】中小企業等経営強化法制定

平成２９年 ２月 【市】由布市、国東市が市議会に条例案提出予定

※この間、大分県では、条例に基づく中小企業振興の総合計画として「おおいた産業活力創造戦略」を毎年策定している。



２

小規模企業の現状（１）

企業数・常用雇用者数
◆本県の企業36,729社のうち、中小企業は36,687社（99.9%）、そのうち小規
模企業は31,580社（86.0％）。
また、常用雇用者数258,279人のうち、中小企業は213,163人（82.5%）、
そのうち小規模企業は56,459人（21.9%）。

◆企業数は、中小企業、小規模企業ともに減少傾向にあるが、その割合は小規模企
業の方がやや大きい。全国と大分県の比較では、大分県の減少割合がやや大きい。

◆常用雇用者数は、全国、大分県ともに中小企業では増加しているが、小規模企業
では減少している。
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小規模企業の現状（２）

業種別の現状
◆ほとんどの業種で、事業者数は減少傾向。減少率が大きいのは、情報通信業、卸・小売業、運輸・郵便業。
◆小規模事業者の約８割を卸・小売、宿泊・飲食などのサービス業が占める。

大分県の小規模事業者数の推移（業種別）

出典：平成２６年・平成２１年経済センサス基礎調査をもとに大分県が加工
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H26 H21 増減 増減率 ％

農林漁業 684 671 13 1.9

鉱業，採石業，砂利採取業 26 27 △ 1 △ 3.8

建設業 4,798 5,466 △ 668 △ 13.9

製造業 2,647 2,729 △ 82 △ 3.1

電気・ガス・熱供給・水道業 29 17 12 41.4

情報通信業 237 298 △ 61 △ 25.7

運輸業，郵便業 784 897 △ 113 △ 14.4

卸売業，小売業 9,941 11,432 △ 1,491 △ 15.0

金融業，保険業 764 863 △ 99 △ 13.0

不動産業，物品賃貸業 2,877 3,236 △ 359 △ 12.5

学術研究，専門・技術サービス業 1,225 1,282 △ 57 △ 4.7

宿泊業，飲食サービス業 5,416 5,379 37 0.7

生活関連サービス業，娯楽業 4,760 4,751 9 0.2

教育，学習支援業 958 1,039 △ 81 △ 8.5

医療，福祉 748 855 △ 107 △ 14.3

複合サービス事業 320 309 11 3.4

その他サービス業 1,340 1,366 △ 26 △ 1.9

大分 大分



４

小規模企業の現状（３）

◆郡部の町村など地方ほど小規模事業者の付加価値額や従業者数の割合が大きく、地域経済に対する貢献度は高いと
言える。

◆小規模事業者は、必ずしも「成長」を目的として活動しているのではなく、地域の様々なニーズに応えることを目的として活
動し、地域経済に貢献している。

出典：2016年版小規模企業白書（中小企業庁）

全国 全国

全国



５

小規模企業の課題（総論）

全 国
◆商工会及び商工会議所の経営相談員から見た小規模事業者の経営課題の上位は、
①販路開拓、②事業承継、③事業計画策定・見直し

大 分
◆小規模事業者があげる経営課題の上位は、①販路開拓、②人材不足、③新商品開発
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出典：平成２８年秋の５００社企業訪問調査データ（大分県）
調査における小規模事業者の区分は以下のとおり。
製造業、建設業、運輸業、宿泊業、娯楽業…従業員数30人未満
卸・小売業、サービス業…従業員数10人未満

出典：2016年版小規模企業白書（中小企業庁）

全国 大分



６

小規模企業の課題 ①販路開拓

◆小規模事業者の売上高の約６割は同一市町村内、約９割が同一都道府県内にとどまっている。

◆売上高の増加要因の上位は「得意先や固定客がいる」と「商品・サービスの品質と信頼性がある」、減少要因のトップは
「商圏自体の景気が悪いこと」。

◆インターネット受注比率の高い者の方が売上高を増加させている傾向にあり、IT活用は１つの鍵。

図の出典：2016年版小規模企業白書（中小企業庁）

【県内企業の声】
・県内の百貨店などで販売していたが、売上は減少傾向。県外での展示会や商談
会に出展し、販路を外に求めることにより減少分を補っている。
（卸・小売業：別府市）

・観光客は戻ってきたが、賑わいが売上につながっていない。特に外国人観光客はお
土産を買わずにその場で食べる食品を購入する傾向にあるので客単価が低い。
（食品製造販売：日田市）

・ダイレクトメールを始めたら少し反響があった。（食品加工：佐伯市）

全国 全国

全国

大分



７

小規模企業の課題 ②経営マネジメント
◆決算や棚卸をこまめに行う小規模事業者は、売上高が増加傾向の割合が高い。
◆経営計画（事業計画や収支計画など）を作成したことのある小規模事業者は５割強だが、作成したことがない事業者
に比べて売上高が増加傾向の割合が高い。

◆経営計画作成時に活用または相談した機関や人のトップは、商工会、商工会議所の経営指導員。
◆経理ソフトに比べ、顧客管理や在庫管理ソフトの活用率が低い。

【県内企業の声】
・個人客は所得も減り客単価は下がっているが、経営革新計画の事業については県外客も多く増加傾向。
（小売業：豊後高田市）
・商工会議所のサポートのおかげで、国の補助金を活用し設備導入を行うことができた。（食品加工：竹田市） 図の出典：2016年版小規模企業白書（中小企業庁）

全国全国

全国

全国

大分



８

小規模企業の課題 ③新商品・サービス開発

◆小規模事業者の中で、他組織との連携により新商品や新サービスの開発を行ったことのある者は少ない。
◆業種別に見ると、他組織との連携による新商品や新サービスを行っているのは製造業と卸売業が中心。
◆国は小規模持続化補助金などでも小規模事業者の商品開発を後押し。またものづくり補助金においては、近年サービス
開発も対象に加えるなど、製造業だけでなくサービス業の挑戦も支援していく方向にある。

図の出典：2016年版小規模企業白書（中小企業庁）

全国

全国

大分



９

◆今後急激な人口減少が見込まれる中、人材不足が景気変動などの短期要因から、構造的な要因へと変化したとの指摘
もなされている。 ～2017年版九州経済白書（九州経済調査協会）～

◆大分県の人口は現在の117万人から2040年には96万人にまで減少する見通し（Δ18％）。同時に、生産年齢人口
（１５～６４歳）も70万人から50万人にまで減少する見込み（Δ29％）。

◆人材確保のためには従来の求人活動の強化に加え、女性、高齢者、外国人材、さらには現従業員などあらゆる人材の活
用のための工夫が必要になってくる。

◆小規模事業者においてはあまり取り組まれていない従業員の人材育成も今後重要性が増すものと思われる。

出典：大分県人口ビジョン（平成２７年１０月大分県公表）

小規模企業の課題 ④人材確保・育成

図の出典：2016年版小規模企業白書（中小企業庁）

全国

全国
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小規模企業の課題 ⑤事業承継

◆小規模企業の減少により、地域経済にとって有用な経営資源が失われることが懸念されている。

◆経営者の高齢化や後継者不足を背景に、県内の休廃業・解散件数は近年年間250～300件程度で推移。
業種別では建設業、サービス業、小売業の割合が高い。

◆平成２７年５月には大分県商工会連合会内に事業引継ぎ支援センターが設置され、事業承継に悩む経営
者への専門的な相談、支援業務にあたっているが、まだ認知度は低い状況。

◆廃業を考えている理由の半数近くは「高齢化のため」。団塊の世代が70代を迎え、事業承継のニーズは一層高
まることが予想されるが、事業承継は経営者にとってデリケートな問題であり、その潜在的なニーズを汲み取ること
は容易ではない。

※休廃業・解散件数のグラフは全国・大分県「休廃業・解散」動向調査（(株)帝国データバンク）
データから大分県が作成 １０

（左
軸
目
盛
り
：大
分
）

（右
軸
目
盛
り
：全
国
）

休廃業・解散件数の推移 業種別休廃業・解散件数（2015年）

大分県事業引継ぎセンター

概要
【場所】
中小企業会館５F
（大分市金池町）
【営業時間】
月～金 8:30～17:15
【体制】
常勤２名
非常勤３名（週２日）
【業務内容】
事業承継支援業務
事業承継啓発業務

建設業, 87

製造業, 19
卸売

業, 29

小売業, 48
運輸・通信

業, 4

サービス

業, 51

不動産業, 
20

その他, 7

図の出典：2016年版小規模企業白書（中小企業庁）
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全国



商工団体の現状（１）

伴走型支援の強化

１１

商工会合併地図
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山国町

院内町 安心院町

国東市商工会
（H24.4.1）

杵築市商工会
（H19.4.1）

中津市しもげ商工会
（H20.4.1）

日田地区商工会
（H20.4.1）

由布市商工会

（H25.7.1）

豊後大野市商工会

（H20.4.1）

佐伯市番匠商工会

（H20.4.1）

佐伯市あまべ商工会

（H20.4.1）
九州アルプス商工会
（H20.4.1）

西国東商工会
（H20.7.1）宇佐両院商工会

（H20.4.1）

大分商工会議所

別府商工会議所

臼杵商工会議所

中津商工会議所

宇佐商工会議所
豊後高田商工会議所

佐伯商工会議所

津久見商工会議所

日田商工会議所

竹田商工会議所

玖珠町商工会

九重町商工会

日出町商工会

野津町商工会

野津原町商工会

姫島村商工会

◆１７商工会、１０商工会議所の２７団体が存在。（市町村合併に伴い５７団体から半減）
◆県内団体の経営指導員数は計112人。会員数は約24,000社。
◆会員相互の利益と地域経済の発展向上を目的に、小規模事業者の金融、税務、労働等の経営改善支援と地域経済
全体を活性化させる事業を行っている。（経営改善普及事業）

◆地域経済の活性化支援では、市町村合併後で手薄となった地域の行事を実行する役割も担っている。
◆県は商工団体が経営改善普及事業を行うために必要な経営指導員、補助員、記帳専任職員等の人件費などに対し、
助成を行っている。

県内の商工会議所・商工会

市町村 商工団体 経営指導員数 会員数

別府市 別府商工会議所 6 2,028
杵築市 杵築市商工会 5 663
国東市 国東市商工会 6 762
姫島村 姫島村商工会 1 81
日出町 日出町商工会 2 503

大分商工会議所 18 6,072
野津原町商工会 1 89
臼杵商工会議所 3 989
野津町商工会 1 206

津久見市 津久見商工会議所 2 635
由布市 由布市商工会 5 842

佐伯商工会議所 4 1,433
佐伯市番匠商工会 5 401
佐伯市あまべ商工会 5 514
竹田商工会議所 2 489
九州アルプス商工会 4 330

豊後大野市 豊後大野市商工会 8 892
日田商工会議所 5 1,801
日田地区商工会 5 347

九重町 九重町商工会 2 339
玖珠町 玖珠町商工会 3 541

中津商工会議所 4 1,930
中津市しもげ商工会 5 502
豊後高田商工会議所 2 530
西国東商工会 2 175
宇佐商工会議所 3 970
宇佐両院商工会 3 295
計 112 24,359

※H28.4.1現在

大分市

臼杵市

宇佐市

竹田市

日田市

中津市

豊後高田市

佐伯市



商工団体の現状（２）

１２

◆近年では、小規模支援法の改正に伴い、経営発達支援計画の策定及び計画に基づく小規模事業者の持続的発展支
援が新たなミッションとして加わっている（県内では８団体が経済産業省から経営発達支援計画の認定を受けている。）

◆小規模持続化補助金の申請支援や、おおいたスタートアップセンターと連携した創業支援などの新たな業務にも取り組ん
でいる。

経営発達支援計画認定団体
商工会（17） ７団体（認定率41%）
商工会議所（10） １団体（認定率10%）
大分県計（17） ８団体（認定率30%）
全国計（2,181）８１５団体（認定率37%）

商工団体の実績（成果指標等）

大分

経営革新計画等
承認件数

持続化補助金
補助事業
採択件数

創業者数
（設立組合数）

45 332 157

商工会 19 237 71

商工会議所 15 95 78

中央会 11 - 8

61 149 112

商工会 23 125 43

商工会議所 27 24 67

中央会 11 - 2

41 - 123

商工会 18 - 48

商工会議所 18 - 70

中央会 5 - 5

２７年度

２６年度

２５年度



商工団体の課題

◆従来の経営改善普及事業に加え、伴走型支援の経営発達支援事業などの新たな業務が増加しており、これに対応する職
員の量と質の確保。

◆多種多様な小規模事業者に対する的確でタイムリーな施策情報の提供。

伴走型支援の強化

１３

1,469

1,088 1,072

380

163 144

0

500

1,000

1,500

2,000

Ｈ１８ Ｈ２５ Ｈ２９

事業費

人件費

小規模事業経営支援事業費補助金

と補助対象職員定数の推移

352

223 220

補助対象職員定数

百万円

出典：2016年版小規模企業白書（中小企業庁）

全国大分



１４

小規模企業振興策の方向性

１．販路開拓
・域外への販路拡大支援
・宣伝・受注におけるITの活用支援

２．経営マネジメント
・経営計画の策定支援
・管理業務におけるITの活用支援

３．新商品・サービス開発
・他組織との連携促進
・補助金の活用支援

４．人材確保・育成
・関係機関との連携促進
・柔軟な働き方の導入支援
・最低賃金引き上げへの対応
・人材育成の取組支援

５．事業承継
・事業引継ぎセンターの認知度向上
・潜在的事業引き継ぎニーズの掘り起こし

６．商工団体の支援機能の強化
・職員のモチベーション維持・向上
・財源の確保

７．中小企業活性化条例
・小規模企業振興の理念
・支援機関の役割再確認
・小規模企業振興の具体的方針
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